
 

 

第７１回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第 

 

 
 

１ 日時 

平成２８年８月２日（火） １３：００～１５：００ 

 

 

２ 場所 

厚生労働省 共用第６会議室（３階） 

 

 

３ 議題 

（１） 厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則の一部を改正する省令

案要綱（障害者の雇用の促進等に関する法律の特例関係）について（諮

問） 

（２） 2015 年度評価及び 2016 年度目標設定について 

（３） 障害者雇用率制度について 

（４）その他 

 

 

４ 資料 

 

資料１-１：厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則の一部を改正す

る省令案要綱（障害者の雇用の促進等に関する法律の特例関係） 

資料１-２：国家戦略特区における障害者雇用の特例制度に関して厚生労働

省令で定める要件等について 

参考資料 ：国家戦略特別区域法の概要 

資料２－１：障害者雇用分科会 2015 年度評価（案） 

資料２－２：2015 年度評価シート 

資料２－３：障害者雇用分科会で検証すべき 2016 年度目標（案） 

資料３－１：障害者雇用関係資料 

資料３－２：労働政策審議会障害者雇用分科会での検討項目（案） 

参考資料 ：労働政策審議会障害者雇用分科会委員名簿 



資料１－１

厚生労働省発職雇0802第１号

平 成 2 8 年 ８ 月 ２ 日

労働政策審議会

会長 樋口 美雄 殿

厚生労働大臣 塩崎 恭久

別紙「厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則の一部を改正する

省令案要綱（障害者の雇用の促進等に関する法律の特例関係）」につい

て、貴会の意見を求める。



- 1 -

厚
生
労
働
省
関
係
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
要
綱
（
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に

関
す
る
法
律
の
特
例
関
係
）

第
一

特
定
有
限
責
任
事
業
組
合
の
要
件

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
五
十
五
号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
に

よ
る
改
正
後
の
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
百
七
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
条
の
四
第
一

項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
。

一

中
小
企
業
者
又
は
小
規
模
の
事
業
者
の
み
が
そ
の
組
合
員
と
な
っ
て
い
る
こ
と
。

二

認
定
の
申
請
が
な
さ
れ
た
区
域
計
画
に
定
め
ら
れ
た
国
家
戦
略
特
別
区
域
障
害
者
雇
用
創
出
事
業
が
実
施
さ
れ
る
国
家

戦
略
特
別
区
域
内
の
み
に
事
業
所
を
有
し
て
い
る
こ
と
。

三

そ
の
組
合
員
た
る
事
業
主
が
雇
用
す
る
労
働
者
の
数
が
常
時
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
五

年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
四
十
三
条
第
七
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
数
以
上
で
あ
る
こ
と
。

四

組
合
契
約
書
に
、
そ
の
存
続
期
間
の
満
了
の
日
ま
で
に
更
新
し
な
い
旨
の
総
組
合
員
に
よ
る
決
定
が
な
い
限
り
当
該
存

続
期
間
が
更
新
さ
れ
る
旨
が
記
載
又
は
記
録
さ
れ
て
い
る
こ
と
。
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五

組
合
契
約
書
に
、
組
合
員
は
、
総
組
合
員
の
同
意
に
よ
ら
な
け
れ
ば
、
そ
の
持
分
を
譲
り
渡
す
こ
と
が
で
き
な
い
旨
が

記
載
又
は
記
録
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

六

組
合
契
約
書
に
、
業
務
執
行
の
決
定
が
、
総
組
合
員
の
同
意
又
は
総
組
合
員
の
過
半
数
若
し
く
は
こ
れ
を
上
回
る
割
合

以
上
の
多
数
決
に
よ
り
行
わ
れ
る
旨
が
記
載
又
は
記
録
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

七

事
業
を
行
う
た
め
に
必
要
な
経
営
的
基
礎
を
欠
く
等
そ
の
目
的
を
達
成
す
る
こ
と
が
著
し
く
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ

な
い
こ
と
。

第
二

特
定
有
限
責
任
事
業
組
合
の
解
散
の
事
由
が
生
じ
た
場
合
の
措
置

改
正
法
に
よ
る
改
正
後
の
法
第
二
十
条
の
四
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
措
置
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
。

一

解
散
の
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
、
特
定
有
限
責
任
事
業
組
合
が
雇
用
す
る
障
害
者
で
あ
る
労
働
者
（
二
に
お
い
て
「
特

定
障
害
者
」
と
い
う
。
）
を
、
当
該
特
定
有
限
責
任
事
業
組
合
の
組
合
員
た
る
事
業
主
（
二
に
お
い
て
「
特
定
事
業
主
」
と

い
う
。
）
が
雇
用
す
る
こ
と
。

二

解
散
の
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
、
特
定
事
業
主
が
協
力
し
て
、
障
害
者
を
雇
用
す
る
意
思
が
あ
る
事
業
主
（
特
定
事
業

主
を
除
く
。
）
に
対
し
、
特
定
障
害
者
の
雇
入
れ
を
求
め
る
こ
と
そ
の
他
の
特
定
障
害
者
の
新
た
な
雇
用
の
機
会
を
提
供
す
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る
こ
と
。

第
三

施
行
期
日

こ
の
省
令
は
、
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。



国家戦略特区における障害者雇用の特例制度に関して厚生労働省令で定める要件等について 

○ 国家戦略特区における有限責任事業組合（LLP）を活用した障害者雇用の特例制度においては、 
 ① 特例を活用することが出来る有限責任事業組合（特定有限責任事業組合）となるための要件 
 ② 事業協同組合等算定特例の認定を受けるに当たって作成する、雇用促進事業実施計画に記載しなくてはならない
解散の事由が生じた場合に講ずることが必要な措置の内容 

 をそれぞれ厚生労働省令で定めることとしている。 

① 中小企業者又は小規模の事業者のみがその組合員と
なっていること 

 

② 国家戦略特別区域障害者雇用創出事業が実施される国
家戦略特別区域内のみに事業所を有していること 

 

③ 組合員たる事業主が雇用する労働者の数が常時障害者
雇用促進法第43条第７項の厚生労働省令で定める数（50

人）以上であること 
 

④ 組合契約書に、その存続期間の満了の日までに更新しな
い旨の総組合員による決定がない限り当該存続期間が更
新される旨が記載又は記録されていること 

 

⑤ 組合契約書に、組合員は、総組合員の同意によらなけれ
ば、その持分を譲り渡すことができない旨が記載又は記録
されていること 

 

⑥ 組合契約書に、業務執行の決定が、総組合員の同意又は
総組合員の過半数若しくはこれを上回る割合以上の多数決
により行われる旨が記載又は記録されていること 

 

⑦ 事業を行うために必要な経営的基礎を欠く等その目的を
達成することが著しく困難であると認められないこと 

概 要 

特定有限責任事業組合となるための要件（案） 

 解散の事由が生じた場合に、特定有限責任事業組
合が雇用する障害者について、 

 

① 組合員たる事業主が雇用すること。 

 

② 組合員たる事業主が協力して、障害者を雇用する
意思がある事業主に対し、雇入れを求めることその
他の障害者の新たな雇用の機会を提供すること。 

 

※ 厚生労働省令で定める措置のうち、いずれかの措
置を雇用促進事業実施計画に記載しなければなら
ない。 

解散の事由が生じた場合に講ずることが 
必要な措置の内容（案） 

資料１－２ 



参 照 条 文 

○  改正後の国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号） 
 

（障害者の雇用の促進等に関する法律の特例） 
第二十条の四 国家戦略特別区域会議が、第八条第二項第二号に規定する特定事業として、国家戦略特別区域障害者雇用創
出事業（国家戦略特別区域において、中小企業者（中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五十四号）第二条第一項各号に
掲げるもの（当該国家戦略特別区域内のみに事業所を有するものに限る。）であって、障害者の雇用の促進等に関する法律（
昭和三十五年法律第百二十三号。以下この条において「障害者雇用促進法」という。）第四十四条第一項、第四十五条第一項
、第四十五条の二第一項又は第四十五条の三第一項の認定に係る子会社（障害者雇用促進法第四十四条第一項に規定する
子会社をいう。）、関係会社（障害者雇用促進法第四十五条第一項に規定する関係会社をいう。）、関係子会社（障害者雇用促
進法第四十五条の二第一項に規定する関係子会社をいう。）又は組合員たる事業主（障害者雇用促進法第四十五条の三第一
項に規定する組合員たる事業主をいう。）であるものを除く。以下この項において同じ。）が、障害者の雇用の機会の創出を図る
事業をいう。以下この項及び別表の八の四の項において同じ。）を定めた区域計画について、内閣総理大臣の認定を申請し、
その認定を受けたときは、当該認定の日以後は、当該国家戦略特別区域障害者雇用創出事業の実施主体として当該区域計
画に定められた有限責任事業組合契約に関する法律（平成十七年法律第四十号）第二条に規定する有限責任事業組合（中小
企業者のみがその組合員となっていること、当該国家戦略特別区域内のみに事業所を有していることその他の厚生労働省令
で定める要件を満たすものに限る。次項において「特定有限責任事業組合」という。）を、障害者雇用促進法第四十五条の三第
二項に規定する事業協同組合等（次項において単に「事業協同組合等」という。）とみなして、障害者雇用促進法の規定を適用 

「三 雇用促進事業の実施時期 
する。この場合において、同条第三項中「三 雇用促進事業の実施時期」とあるのは、       

四 国家戦略特別区域法（平成二十五 

  

  

年法律第百七号）第二十条の四第一項に規定する特定有限責任事業組合の解散の事由が生じた場合に講ずることが必要な 

  

 とする。 

措置として厚生労働省令で定める措置のうち、当該特定有限責任事業組合が講ずることとするもの」 
  

２ （略） 



（参考）国家戦略特区におけるＬＬＰを活用した障害者雇用の特例制度について 

○ 個々の事業主に対し、従業員の一定割合（＝法定雇用率２．０％）以上の障害者の雇用を義務付けている。 
 

○ 現在、特例子会社（子会社と親会社とで合算）や事業協同組合等（組合と組合員である事業主全体で合算）を活用し
た障害者雇用率の算定に関する特例制度がある。 

 

○ 中小企業の障害者雇用の促進を図る観点から、主に同業種の事業主が設立する事業協同組合方式に加えて、異
業種の事業主の参画が期待でき、簡便に設立できる有限責任事業組合（ＬＬＰ）を新たに加える。 
（本特例を盛り込んだ国家戦略特区区域計画の認定は、内閣総理大臣が行う。） 

概 要 

〔事業協同組合等を活用した算定の特例〕 

現行の特例制度 

〔特例子会社制度〕 

※現行制度の対象 

（事業協同組合その他の 

特別の法律に基づく組合） 
・事業協同組合 

・水産加工業協同組合 

・商工組合 

・商店街振興組合 

国家戦略特区での特例として、 

有限責任事業組合（ＬＬＰ）
を追加 

+3 

2 



（参考）事業協同組合等算定特例 

 中小企業であって、事業協同組合等を活用して共同事業を行うものとして厚生労働大臣の認定を受けたものについ
て、その事業協同組合等とその組合員である中小企業（特定事業主）における実雇用率を通算することができる。 

超過数３人 

事業協同組合等及び特定事業主で実雇用率を通算 → 合計 超過数２人 

特定事業主 

不足数２人 不足数１人 超過数２人 

事業協同組合等（※１） 

雇用促進事業に参加（※3） 

組合員 

※1 事業協同組合等の要件 
① 事業協同組合、水産加工業協同組合、 
  商工組合又は商店街振興組合であること。 
② 自ら1人以上の障害者を雇用し、また、 
  雇用する常用労働者に対する雇用障害者の 
  割合が、20%を超えていること。 
③ 適切な雇用管理を行うことができると 
  認められること。 
（具体的には、障害者のための施設の改善、 
  専任の指導員の配置等） 
等 

 
 

※2 特定事業主の要件 
① 雇用する常用労働者の数が50人以上 
   であること。 
② 事業協同組合等の行う事業と特定事 
   業主の行う事業との人的関係又は営 
   業上の関係が緊密であること。 
 （具体的には、特定事業主からの役員 
   派遣、障害者を雇用して行う業務に 

ついて定期的に発注があること等） 
③ 規模に応じて一定数以上の障害者の 
   雇用が必要 等 

・167人未満      0人 
・167人以上250人未満  1人 
・250人以上300人以下  2人  

特定事業主 特定事業主※２ 

組合員 組合員 

厚 生 労 働 大 臣 が 認 定 

※3 以下の事項を含む実施計画を策定するこ
とが必要 

  ① 雇用促進事業の目標（事業協同組合等及
び特定事業主全体における障害者である労
働者の数に関する事項を含む。） 

 ② 雇用促進事業の内容 
 ③ 雇用促進事業の実施時期 



国家戦略特別区域法の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国家戦略特区諮問会議の意見を聴いて、
国家戦略特区基本方針を策定。 

議長：内閣総理大臣 

議員：内閣官房長官 

    国家戦略特区担当大臣 

    内閣総理大臣が指定する国務大臣 

    民間有識者 
国家戦略特区諮問会議及び関係地方公
共団体の意見を聴いて、国家戦略特区を
指定するとともに、特区ごとの区域方針を
決定。 

国家戦略特別区域会議 
（通称：国家戦略特区統合推進本部） 

・国家戦略特区担当大臣 

・関係地方公共団体の長 

・内閣総理大臣が選定した民間事業者 

規制の特例措置の適用 

国家戦略特区計画の内閣総理大臣の認定により、規制の特例措置を適用。 

国家戦略特別区域 
基本方針の策定（閣議決定） 

国家戦略特別区域の指定（政令） 

区域方針の決定（内閣総理大臣決定） 

特区ごとに設置 

必要に応じ、関係行政機関の長や 

区域計画等に関し密接な関係を有する者 

を加えることができる。 

 経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産業の国際競争力を強化するとともに、

国際的な経済活動の拠点の形成を促進する観点から、国が定めた国家戦略特別区域において、規

制改革等の施策を総合的かつ集中的に推進するために必要な事項を定める。 

設備投資減税、研究開発税制の特例、固
定資産税の特例等。 

内閣総理大臣 

ベンチャー企業等の先駆的な事業に必要な資金の
貸付けに対し、利子補給金を支給。 

金融支援 

（必要に応じ参加） 

内閣府に設置 

関係大臣 

○公布日(平成25年12月13日)から施行。 
○ただし、次の規定は、政令で定める日（平成26年４月１日）から施行。 
  国家戦略特別区域計画の認定等に関する規定 
  国家戦略特別区域計画に基づく事業に対する規制の特例措置等 

構造改革特区 
との連携 

施行期日 

○国家戦略特区に関する提案のうち、構造改革の推進等に資すると認められるものは、 
 構造改革特区の提案とみなして構造改革特区として支援。 
○構造改革特区の規制の特例措置について、国家戦略特区計画に記載し総理の認定を受ける 
 ことで活用が可能。 

協力 
・ 
合意 

同意 

国家戦略特別区域計画の作成 

国家戦略特別区域諮問会議 

認定 

内閣府地方創生推進事務局資料 

税制による支援 

1 

参考資料 
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障害者雇用分科会における 2015 年度目標の評価について（案） 

 

 2015 年度の目標として障害者雇用分科会において設定した年度目標について、

当該分科会が実施した評価の結果は、概ね以下のとおりである。 

 

（障害者雇用分科会において設定された年度目標の動向） 

○ ハローワークにおける障害者の就職件数について 

 〔2015 年度目標〕 前年度（84,602 件）以上 

 〔2015 年度実績〕 90,191 件 

  2015 年度の実績は 90,191 件で、前年度から 5,589 件増加となり、目標を達

成した。これは、企業における障害者雇用への理解が進んでいること、就職

を希望している障害者が増加していること、関係機関との連携をはじめとし

た各種の障害者支援等が一定の効果を上げていることなどが要因と考えられ

る。 

 

○ 障害者の雇用率達成企業割合について 

 〔2015 年度目標〕 2016 年障害者雇用状況報告において、前年度と比較して

1.5％pt 以上上昇すること 

〔2015 年度実績〕 集計中（前年度実績 47.2％（2.5 ポイント上昇）） 

2016 年の障害者雇用状況報告（2016 年 6 月 1 日時点）の結果を踏まえて分

析する予定。 

なお、2014 年度の実績（2015 年６月１日時点の障害者の雇用率達成企業割

合）は 47.2％であり、前年度（2013 年度）から 2.5 ポイント上昇し目標を上

回った。 

 

○ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職

に向けた次の段階へ移行した者の割合について 

〔2015 年度目標〕  前年度（65％）以上 

 〔2015 年度実績〕  71.6％（前年同期実績 69.1％） 

2015 年度に、精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者

のうち、就職に向けた次の段階へ移行した者の割合は 71.6％であり、目標で

ある 65％を大幅に上回った。 

精神障害者雇用トータルサポーターに対して、目標及びその進捗を意識した

業務実施を指示するとともに、経験交流会の開催により、支援ノウハウの共有

を図るなど、支援の質の向上を図るための取組が一定の効果を上げてきている

ことなどが要因と考えられる。 

資料２－１ 
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 障害者就労促進 

関連する 2020 年までの目標 

○障害者の実雇用率 2.0%（平成 25 年６月１日閣議決定「日本再興戦略」

により策定） 

項目 2013 年度 

実績 

2014 年度 

実績 

 

2015 年度 

目標 

2015 年度 

実績 

①ハローワー

クにおける障

害者の就職件

数 

77,883 件 84,602 件 前年度 

以上 

90,191 件 

②障害者の雇

用率達成企業

割合※１ 

44.7% 

（2014 年 6 月 1

日時点） 

47.2% 

（2015 年 6 月 1日

時点） 

前年度実績と比較

して 1.5pt 以上上

昇 

集計中 

（2016 年 6 月 1日

時点） 

③精神障害者

雇用トータル

サポーターの

相談支援を終

了した者のう

ち、就職に向

けた次の段階

へ移行した者

の割合 

69.3% ※2 

（66.2％ ※3） 

69.1% ※2 

（66.4％ ※3） 

65％以上 ※3 

 

71.6％ ※3 

（備考） 

※1 【厚生労働省「障害者雇用状況報告」】50 人以上規模の企業において法定

雇用率を達成（注）している企業の割合 

（注）法定雇用障害者数に不足数がないこと。 

 

※2 就職（トライアル雇用含む）、職業紹介、職場実習、職業訓練・職場適応

訓練へのあっせん、面接訓練 

 

※3 就職（トライアル雇用含む）、職業紹介、職業訓練・職場適応訓練へのあ

っせん 

 

資料２－２ 
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2015 年度目標設定における考え方 

① ハローワークにおける障害者の就職件数 

2014 年度の実績を踏まえて設定。 

 

② 障害者の雇用率達成企業割合 

  雇用率達成企業の割合は、過去実績から例年 1.4％pt 程度で伸びている。

このため、少なくとも例年の伸びと同程度以上の伸びは堅持することとして

設定。 

 

③ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職

に向けた次の段階へ移行した者の割合 

  直近３か年の実績の平均を目標値として設定 

施策実施状況 

① ハローワークにおける障害者の就職件数 

2015 年度の就職件数は、90,191 件（前年同期比 6.6％増） 

【障害種別ごとの就職件数】 

 身体障害者： 28,003 件（前年同期比 0.6％減） 

 知的障害者： 19,958 件（前年同期比 6.6％増） 

 精神障害者： 38,396 件（前年同期比 11.2％増） 

 その他障害者：3,834 件（前年同期比 21.1％増） 

 

② 障害者の雇用率達成企業割合 

ハローワークにおいて雇用率達成に向けた厳正な指導を実施。 

2015 年度は企業名公表数が０社。 

（参考）2015 年 6 月 1 日現在の雇用状況 

・雇用率達成企業割合：47.2％（対前年差 2.5％pt 増） 

【企業規模別の達成割合】 

 50 人～ 100 人未満 44.7％（対前年差 0.6％pt 増） 

100 人～ 300 人未満 50.2％（対前年差 4.3％pt 増） 

 300 人～ 500 人未満 44.0％（対前年差 1.5％pt 増） 

 500 人～1000 人未満 44.6％（対前年差 2.9％pt 増） 

 1000 人以上      55.0％（対前年差 5.5％pt 増） 

 

③ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者（Ａ）のうち、

就職に向けた次の段階へ移行した者（Ｂ）の割合 

  71.6％（（Ａ）：14,411 人、（Ｂ）10,316 人） 

【（参考）前年度】 

66.4％（（Ａ）：12,881 人、（Ｂ）8,555 人） 
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2015 年度施策実施状況に係る分析 

① ハローワークにおける障害者の就職件数 

2015 年度における就職件数は、90,191 件（前年度比 6.6％増）と過去最高

を更新し、目標を達成した。精神障害者の就職件数（38,396 件：対前年度比

11.2％増）が大幅に増加し、身体障害者（28,003 件：対前年度比 0.6％減）

の就職件数を上回った。 

 就職件数の増加については、(ｱ) 企業における障害者雇用への理解が進ん

でいること、(ｲ) 就職を希望する障害者が増加していること、(ｳ)関係機関

との連携をはじめとした各種の障害者支援等が一定の効果を上げているこ

となどが要因と考えられる。 

 なお、就職率についても、関係機関と連携したチーム支援や障害特性に応

じたきめ細かな支援を実施したこと、企業における障害者雇用への理解が進

んでいること等により、2015 年度には 48.2％と昨年度から 1.0％ポイント上

昇している。 

 

② 障害者の雇用率達成企業割合 

2016 年の障害者雇用状況報告（６月１日時点）の結果を踏まえて分析する

予定。 

なお、2014 年度の実績（2015 年６月１日時点の障害者の雇用率達成企業

割合）は 47.2％であり、前年度（2013 年度）から 2.5 ポイント上昇し目標

を上回った。 

 

③ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職

に向けた次の段階へ移行した者の割合 

2015 年度の精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者

は 14,411 人、うち、就職に向けた次の段階へ移行した者は 10,316 人であり、

その割合は 71.6％と目標（65％以上）を大幅に上回った。 

精神障害者雇用トータルサポーターに対して目標及びその進捗を意識し

た業務実施を指示するとともに、経験交流会の開催により、支援ノウハウの

共有を図るなど、支援の質の向上を図るための取組が一定の効果を上げてき

ていることなどが要因と考えられる。 

 

施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

① ハローワークにおける障害者の就職件数 

 ハローワークにおける障害者の就職件数 

就職件数は、前年度を上回っており、目標を達成した。引き続き、ハロー
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ワークが中心となり、福祉、教育、医療等の各分野の関係機関と連携し、求

職者の障害特性に応じたきめ細かな職業相談・職業紹介を実施する。また、

今後も精神障害者等の求職者の増加が見込まれることから、就職支援コーデ

ィネーターや精神障害者雇用トータルサポーター等による専門的な支援を

推進していくこととしている。 

 

【2016 年度の施策】 

 2016 年度は（ア）障害特性に応じた就労支援の推進、（イ）地域就労支援

の強化による職場定着の推進などを柱として、障害者に対する就労支援の充

実を図っている。 

 具体的には、ハローワークと地域の福祉施設、特別支援学校等の関係機関

の連携による「チーム支援」の推進やハローワークにおける精神障害者や発

達障害者の専門員の配置などによるきめ細かな就労支援を実施している。 

【（参考）2016 年度の目標・目標設定額の考え方】 

目標値：前年度以上 

目標設定の考え方：2015 年度の実績を踏まえて設定 

 

② 2016 年 6 月 1 日現在の障害者雇用状況 

2016 年 6 月 1 日現在の障害者雇用状況については、現在、集計中である。

なお、2015 年 6 月 1 日現在の民間企業における障害者の雇用状況について

は、雇用障害者数、実雇用率ともに過去最高を更新している。ただし、企

業規模別に見ていくと、中小企業の実雇用率が低調となっていることから、

中小企業を対象とした就職面接会や集団指導等を積極的に実施するなど、

中小企業に重点を置いた取組を実施し、改善を図ることとしている。 

 

 

 

【（参考）2015 年度の目標・目標設定額の考え方】 

目標値：2016 年度の障害者雇用状況報告（6 月 1 日時点）について、2015

年度の障害者雇用状況報告（6 月 1 日時点）と比較して 1.5％pt 以上上昇す

ること 

目標設定の考え方：雇用率達成企業の割合は、過去 10 年（制度改正のあっ

た 2011 年及び 2013 年を除く）の平均伸び率が前年比で約 1.4％pt 伸びてい

る。このため、少なくとも過去の伸びと同程度以上の伸びを堅持することと

して設定 
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③ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職

に向けた次の段階へ移行した者の割合 

様々な取組みにより 2015 年度の実績は 71.6％と目標を大幅に上回った。

また、今後も精神障害者等の求職者の増加が見込まれるため、2016 年度にお

いても引き続き、精神障害者雇用トータルサポーターの更なる質の向上を図

ることで、求職者に対するカウンセリングや就職支援プログラムの効果を向

上させていくとともに、事業主に対して、精神障害者等の雇用に係る課題解

決のための相談援助を積極的に行う等総合的な支援を実施する。 

 

【（参考）2016 年度の目標・目標設定値の考え方】 

目標値：就職実現に向けた次の段階への移行率 68％以上 

目標設定の考え方：直近３か年の実績（※）の平均値を目標として設定。 

※平成 25・26 年度については実績から面接訓練及び職場実習の数を外し

た値を用いている。 

 

 

 

分科会委員の意見 

 

 

 



年度目標項目 2016年度の年度目標 2015年度の年度目標 2015年度実績 データの出所

ハローワークにおける
障害者の就職件数

前年度以上
（90,191件）

前年度以上（84,602件） 90,191件 職業安定業務統計

障害者の雇用率
達成企業割合

前年度実績と比較して
1.5ポイント以上上昇

前年度実績と比較して
1.5ポイント以上上昇

(48.7％）

集計中
2016年6月1日時点

障害者雇用状況報告

精神障害者雇用トータルサポー
ターの相談支援を終了した者のう
ち、就職実現に向けた次の段階
（※）へ移行した者の割合

68%以上 65％以上 71.60%
精神障害者雇用トータル
サポーター支援状況報告

障害者雇用分科会で検証すべき2016年度の年度目標等

※　就職（トライアル雇用含む）、職業紹介、職業訓練・職場適応訓練へのあっせんを指す。
　

資料２－３ 



厚 生 労 働 省 職 業 安 定 局 

障 害 者 雇 用 対 策 課 

障害者雇用関係資料 

平成２８年８月 

資料３－１ 



１ 障害者雇用の現状 



障害者雇用の状況 

○ 民間企業の雇用状況  
   雇用者数 45.3万人 （身体障害者32.1万人、知的障害者9.8万人、精神障害者3.5万人） 
  実雇用率 1.88％ 法定雇用率達成企業割合 47.2％  
○ 雇用者数は12年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。 

 （平成27年6月1日現在） 
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精神障害者 

知的障害者 

身体障害者 

実雇用率（％） 

法定雇用率1.5％ 

法定雇用率1.6％ 

法定雇用率1.8％ 

法定雇用率2.0％ 

（H10 .7.1） 

（H25.4.1） 

（S63 .4.1） 
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雇用障害者数における障害種別ごとの重度障害等の実人数について 

知的障害者（重度） 
20,754人 

（知的障害者の24.6%） 

 （平成27年6月1日現在） 

身体障害者（重度） 
99,142人（身体障害者の41.6%） 

身体障害者（重度以外） 
139,263人 

精神障害者 
40,808人 

知的障害者（重度以外） 
66,386人 

合計 366,353人 
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25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

企業規模別実雇用率 企業規模別達成企業割合 (%) 
(%) 

    

(50 ～100人未満)※ 

(1,000人以上) 

(全体) 

(500～1000人未満) 

(300～500人未満) 

(100～300人未満) 

2.09 

1.89 

1.88 
 

1.79 

1.68 

1.49 

(500～1000人未満) 

(1,000人以上) 

(300～500人未満) 

（全体） 

(100～300人未満) 

(50～100人未満)※ 

44.7 

50.2 

47.2 

44.0 

44.6 

55.0 

  障害者雇用の状況（企業規模別） 

※平成27年6月1日現在  全体：1.88％ 
50 ～100人未満：1.49％ 
100～300人未満：1.68％ 
300～500人未満：1.79％ 
500～1000人未満：1.89％ 
1,000人以上：2.09％ 

※平成24年までは56～100人未満 ※平成24年までは56～100人未満 

※平成27年6月1日現在 
全体：47.2％ 
50～100人未満：44.7％ 
100～300人未満：50.2％ 
300～500人未満：44.0％ 
500～1000人未満：44.6％ 
1,000人以上：55.0％ 

○ 全体として実雇用率は順調に伸びているものの、特に中小企業の取組が遅れている。 
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120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

ハローワークにおける障害者の職業紹介状況 

 ○ 平成27年度の就職件数・新規求職者数は、前年度から更に増加。   
 ○ 特に、就職件数は90,191件と６年連続で過去最高を更新。 

就職件数の前年度比（％） 

就職件数（件） 

新規求職申込件数（件） 

0 

100 

（件） 

（％） 
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ハローワークにおける障害種別の職業紹介状況① 

知的障害者 身体障害者 

23,834  

25,490  24,535  

22,623  22,172  

24,241  
24,864  

26,573  

28,307  
28,175  

28,003  

62,458  

62,217  61,445  

65,207  
65,142  

64,098  

67,379  

68,798  

66,684  

65,265  

63,403  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

就職件数 

新規求職申込件数 

10,154  

11,441  

12,186  
11,889  11,440  

13,164  

14,327  

16,030  

17,649  

18,723  
19,958  

20,316  

21,607  
22,273  

24,381  

25,034  

25,815  
27,748  

30,224  
30,998  

32,313  
33,410  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

新規求職申込件数 

就職件数 
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ハローワークにおける障害種別の職業紹介状況② 

精神障害者 
その他 

（発達障害、高次脳機能障害など） 

4,665  
6,739  

8,479  
9,456  

10,929  
14,555  

18,845  

23,861  

29,404  

34,538  

38,396  

14,095  

18,918  

22,804  

28,483  

33,277  

39,649  

48,777  

57,353  

64,934  

73,482  

80,579  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

新規求職申込件数 

就職件数 

229  317  365  495  
716  

971  
1,331  

1,857  

2,523  

3,166  

3,834  

757  895  

1,384  

1,694  

2,435  

3,172  

4,454  

5,566  

6,906  

8,162  

9,806  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

新規求職申込件数 

就職件数 

7 



ハローワークの障害種別の職業紹介状況 

（就職件数） 

平成１７年度 平成２７年度 

全 数 

３８，８８２件 

全 数 

９０，１９１件 

身体障害者 

61.3％ 

23,834件 

知的障害者 

26.1％ 

10,154件 

精神障害者 

12.0％ 
4,665件 

その他 

0.6％ 

229件 

精神障害者 

42.6％ 
38,396件 

知的障害者 

22.1％ 

19,958件 

その他 

4.3％ 

3,834件 

身体障害者 

31.0％ 

28,003件 
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２ 法定雇用率の見直し等について 



１．障害者の権利に関する条約の批准に向けた対応 

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の概要 

 雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措
置（合理的配慮の提供義務）を定めるとともに、障害者の雇用に関する状況に鑑み、精神障害者を法定雇用率の
算定基礎に加える等の措置を講ずる。 

（１）障害者に対する差別の禁止 
 雇用の分野における障害を理由とする差別的取扱いを禁止する。 
 
（２）合理的配慮の提供義務 
 事業主に、障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を講ずることを義務付ける。 
ただし、当該措置が事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなる場合を除く。 
  
 （想定される例） 
 ・ 車いすを利用する方に合わせて、机や作業台の高さを調整すること 
 ・ 知的障害を持つ方に合わせて、口頭だけでなく分かりやすい文書・絵図を用いて説明すること 
 

→（１）（２）については、公労使障の四者で構成される労働政策審議会の意見を聴いて定める「指針」において 
  具体的な事例を示す。（平成27年３月25日に公布） 
  
（３）苦情処理・紛争解決援助 
 ① 事業主に対して、（１）（２）に係るその雇用する障害者からの苦情を自主的に解決することを努力義務化。 

 ② （１）（２）に係る紛争について、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の特例（紛争調整委員会による調停や都道府
県労働局長による勧告等）を整備。 

 法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加える。ただし、施行（Ｈ30）後５年間に限り、精神障害者を法定雇用率の算定基礎に加
えることに伴う法定雇用率の引上げ分について、本来の計算式で算定した率よりも低くすることを可能とする。 

３．その他 

 障害者の範囲の明確化その他の所要の措置を講ずる。 

  施行期日：平成28年4月1日（ただし、２は平成30年4月1日、 ３（障害者の範囲の明確化に限る。）は公布日（平成25年6月19日）） 
 

    ※ 改正法の関係資料は、厚生労働省ＨＰ「障害者雇用対策」 （http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/shougaishakoyou/shougaisha_h25/index.html）に掲載中。 
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２．法定雇用率の算定基礎の見直し 



   障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供義務について 

◎ 障害者に対する差別禁止※1、合理的配慮の提供義務※2 を規定 【施行期日 平成28年4月1日】 。 
  
  

 
 

◎ 必要があると認めるときは、厚生労働大臣から事業主に対し、助言、指導又は勧告を実施。 

【差別の主な具体例】 

【合理的配慮の主な具体例】 

募集・採用の機会 
 ○ 身体障害、知的障害、精神障害、車いすの利用、人工呼吸器の使用などを理由として採用を 

   拒否すること    など 

賃金の決定、教育訓練の実
施、福利厚生施設の利用な
ど 

障害者であることを理由として、以下のような不当な差別的取扱いを行うこと 

 ○ 賃金を引き下げること、低い賃金を設定すること、昇給をさせないこと 

 ○ 研修、現場実習をうけさせないこと 

 ○ 食堂や休憩室の利用を認めない   など 

募集・採用の配慮 
 ○ 問題用紙を点訳・音訳すること・試験などで拡大読書器を利用できるようにすること・試験の回答 

   時間を延長すること・回答方法を工夫すること  など 

施設の整備、援助を行う者
の配置など 

 ○ 車いすを利用する方に合わせて、机や作業台の高さを調整すること 

 ○ 文字だけでなく口頭での説明を行うこと・口頭だけでなくわかりやすい文書・絵図を用いて説明 

   すること・筆談ができるようにすること 

 ○ 手話通訳者・要約筆記者を配置・派遣すること、雇用主との間で調整する相談員を置くこと 

 ○ 通勤時のラッシュを避けるため勤務時間を変更すること   など 

※１ 不当な差別的取扱いを禁止。このため、職業能力等を適正に評価した結果といった合理的な理由による異なる取扱いが 

  禁止されるものではない。    

※２ 事業主に対して過重な負担を及ぼすときは提供義務を負わない。 
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  法定雇用率の算定基礎の見直しについて 

 ○ 従前は、身体障害者・知的障害者を算定基礎として法定雇用率を計算していた。 
 

 ○ 今般、法定雇用率の算定基礎の対象に、新たに精神障害者を追加 【施行期日 平成30年4月1日】。 
  ⇒ 身体障害者・知的障害者・精神障害者を算定基礎として法定雇用率を計算。 
 

 ○ なお、施行後５年間（平成30年4月1日～平成35年3月31日まで）は経過措置として、労働者（失業者を
含む。）の総数に対する身体障害者・知的障害者・精神障害者である労働者（失業者を含む。）の総数
の割合に基づき、障害者の雇用の状況その他の事情を勘案して法定雇用率を定めることとされてい
る。 

【法定雇用率の算定式】 

 身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 

＋  失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

常用労働者数 － 除外率相当労働者数 ＋ 失業者数  
法定雇用率   ＝ 

追加 
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○ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）  
（一般事業主の雇用義務等）  

第四十三条 事業主（常時雇用する労働者（以下単に「労働者」という。）を雇用する事業
主をいい、国及び地方公共団体を除く。以下同じ。）は、厚生労働省令で定める雇用関係
の変動がある場合には、その雇用する身体障害者又は知的障害者である労働者の数が、そ
の雇用する労働者の数に障害者雇用率を乗じて得た数（その数に一人未満の端数があると
きは、その端数は、切り捨てる。第四十六条第一項において「法定雇用障害者数」という
。）以上であるようにしなければならない。  

 

２ 前項の障害者雇用率は、労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安定し
た職業に就くことができない状態にある者を含む。第五十四条第三項において同じ。）の
総数に対する身体障害者又は知的障害者である労働者（労働の意思及び能力を有するにも
かかわらず、安定した職業に就くことができない状態にある身体障害者及び知的障害者を
含む。第五十四条第三項において同じ。）の総数の割合を基準として設定するものとし、
少なくとも五年ごとに、当該割合の推移を勘案して政令で定める。 

 

参 照 条 文 ① 
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○ 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（平成25年法律第46号）  
附 則 

（一般事業主の雇用義務等に関する経過措置） 
第四条 新法第四十三条第二項及び第五十四条第三項の規定の適用については、この法律の

施行の日から起算して五年を経過する日までの間、これらの規定中「を基準として設定す
るものとし」とあるのは「に基づき」と、「当該割合の推移」とあるのは「対象障害者の
雇用の状況その他の事情」とする。 

参 照 条 文 ② 
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○ 13頁の第43条第２項（点線囲み部分）についての経過措置（平成30年度から平成34年度
まで適用） 

 
（一般事業主の雇用義務等）  

第四十三条 （略） 
２ 前項の障害者雇用率は、労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安定し
た職業に就くことができない状態にある者を含む。第五十四条第三項において同じ。）の
総数に対する対象障害者である労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安
定した職業に就くことができない状態にある対象障害者を含む。第五十四条第三項におい
て同じ。）の総数の割合に基づき、少なくとも五年ごとに、対象障害者の雇用の状況その
他の事情を勘案して政令で定める。 



  法定雇用率の対象となる障害者の範囲の変遷 

昭和51年 

10月 

昭和63年 

4月 

平成10年 

7月 

平成18年 

4月 

実雇用率に追加 
 

精神障害者を雇用した場合
は、身体障害者又は知的障害
者を雇用した者とみなす。 

 

実雇用率に追加 
 

知的障害者を雇用した場
合は身体障害者を雇用し
た者とみなす。 

法定雇用率の算定基礎の対象 

「身体障害」のみ 

 昭和51年、身体障害者を対象とする雇用率制度を創設。平成10年には、知的障害者を法定雇用率の算定基礎の対

象に追加。さらに、平成30年４月から、精神障害者を法定雇用率の算定基礎の対象に追加（※）。 

 
※ 施行後５年間は激変緩和措置として、労働者（失業者を含む。）の総数に対する身体障害者・知的障害者・精神障害者であ

る労働者（失業者を含む。）の総数の割合に基づき、障害者の雇用の状況その他の事情を勘案して定める率とする。 

法定雇用率の算定基礎の対象 

「身体障害」と「知的障害」 

法定雇用率の算定基
礎の対象 

「身体障害」と「知的
障害」と「精神障害」 

平成30年 

4月 

各企業が雇用する障害者の割合（実雇用率）を計算する際の
対象には、知的障害者を昭和63年に、精神障害者を平成18

年に追加。 

精神障害者 

知的障害者 

身体障害者 

（参考） 
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障害者雇用納付金制度について 

未達成企業 達成企業 

未達成企業 達成企業 

「調整金」の支給 

「報奨金」の支給 
 （中小企業１00人以下） 

「納付金」の徴収 
【超過1人当たり 月額2万7千円】 

【超過1人当たり 月額2万1千円】 

【不足1人当たり 月額5万円】 

法定雇用率（※） 
相当数 

雇用障害者数 

※ 障害者雇用促進法に基づき、少なくとも5年ごとに労働者及び失業者並びに障害者数の総数の割合の 

  推移を勘案して政令で設定。 

 雇用率未達成企業（常用労働者１00人超）から納付金を徴収し、雇用率達成企業 

などに対して調整金、報奨金を支給するとともに、各種の助成金を支給。 

「助成金」の支給 
 （設備等に対し） 

納
付
金
を 

徴
収 

調
整
金
を
支
給 

その他 
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（参考） 



  法定雇用率・納付金額・調整金額等の推移について 

施行年 法定雇用率 納付金額 調整金額 報奨金額 

昭和５１年 １．５％ ３万円 １．４万円 ０．８万円 

昭和５７年 ４万円 ２万円 １万円 

昭和６３年 １．６％ 

平成４年 ５万円 ２．５万円 １．７万円 

平成１０年 １．８％ 

平成１５年 ２．７万円 ２．１万円 

平成２０年 

平成２５年 ２．０％ 

現行 ２．０％ ５万円 ２．７万円 ２．１万円 
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（参考） 



（参考資料） 



職業リハビリテーションの実施体制の概要 

 障害者一人ひとりの特性に配慮した職業指導、職業紹介等の職業リハビリテーションを、医療・保健福祉・教
育等の関係機関の連携のもとに実施。  

１ 公共職業安定所（ハローワーク） 〔５４４カ所〕 （厚生労働省） 

  就職を希望する障害者の求職登録を行い（就職後のアフターケアまで一貫して利用）、専門職員や  

 職業相談員がケースワーク方式により障害の種類･程度に応じたきめ細かな職業相談・紹介、職 

 場定着指導等を実施 

 

 

２ 障害者職業センター  （（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構） 

 ○  障害者職業総合センター〔１カ所〕 
    高度の職業リハビリテーション技術の研究・開発、専門職員の養成等の実施 
 ○  広域障害者職業センター〔２カ所〕 

    障害者職業能力開発校や医療施設等と密接に連携した系統的な職業リハビリテーションの実施 

 ○  地域障害者職業センター〔各都道府県（５２カ所（うち支所５カ所））〕 
    障害者に対して、職業評価、職業指導、職業準備訓練、職場適応援助（ジョブコーチ支援）等の専門的な
職業リハビ 
   リテーション、事業主に対する雇用管理に関する助言等を実施 
 
 
３ 障害者就業・生活支援センター (都道府県知事が指定した社会福祉法人、NPO法人等が運営） 

〔３２９センター〕  

  障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、就業面 

 及び生活面における一体的な相談支援を実施 
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企業 

○ジョブコーチ 

○相談支援事業所 

○福祉事務所 

○発達障害者支援センター 

○難病相談・支援センター 

○医療機関 (※2)  等 

  ・専門援助部門が担当 

 ・就職支援コーディネーターを配置 
  し、関係機関と調整 

主査：ハローワーク職員 

 その他の就労支援者 

就職を希望している 
福祉施設利用者等 

就
労
支
援
計
画
の
作
成 

チ
ー
ム
構
成
員
が
連
携

し
て
支
援
を
実
施 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ 

就職に向けた取り組み 就 職 

職場定着 

職業生活の
安定 

就労支援・生活支援 職場定着支援・就業生活支援 

障害者就労に向けたハローワークを中心とした「チーム支援」 

○地域障害者職業センター 

○障害者就業・生活支援センター (※1) 

○就労移行支援事業所 

○職業能力開発校 

○特別支援学校 

 副主査：福祉施設等職員 

障害者就労支援チーム 

（※1）可能な限り、障害者就業・生活支援センターがチームに参加し、生活面の支援を継続的に実施。 

（※2）支援対象者が医療機関を利用している場合は、医療機関に対してチームへの参加を積極的に依頼。 

    

 

 ○ 福祉施設等の利用者をはじめ、就職を希望する障害者一人ひとりに対して、 

  ハローワーク職員（主査）と福祉施設等の職員、その他の就労支援者がチームを 

  結成し、就職から職場定着まで一貫した支援を実施（平成18年度から実施） 
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  職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援 

◎支援内容 

事 業 主 
(管理監督者・人事担当者) 

ジョブコーチ 

障 害 者 

同僚 

同僚 

上司 家族 

・ 障害の理解に係る社内啓発 

・ 障害者との関わり方に関する助言 

・ 指導方法に関する助言 
・安定した職業生活を送るための家族の 
 関わり方に関する助言 

・障害特性に配慮した雇用管理に関する助言 
・配置、職務内容の設定に関する助言 

・業務遂行力の向上支援 
・職場内コミュニケーション能力の向上支援 
・健康管理、生活リズムの構築支援 

◎標準的な支援の流れ 

 

不適応課題を分析し、 

集中的に改善を図る 

  

 週３～４日訪問 

 

支援ﾉｳﾊｳの伝授やｷｰﾊﾟｰｿﾝの

育成により、支援の主体を

徐々に職場に移行 

    週１～２日訪問 

 

数週間～数ヶ月 

に一度訪問 

移行支援 集中支援 
フォロー
アップ 

支援期間１～７ヵ月（標準２～４ヵ月）（地域センターの場合）  

◎ジョブコーチ配置数（28年３月３１日時点） 

計１，０７２人 地域センターのジョブコーチ    ３１２人      

訪問型ジョブコーチ（福祉施設型） ７１７人   
企業在籍型ジョブコーチ（事業所型） ４３人 

支援対象者数  ３，５７４人 

職場定着率（支援終了後６ヶ月）  ８７．６％ 
   （支援終了後６ヵ月：26年10月～27年９月までの支援終了者の実績） 

◎支援実績（27年度、地域センター） 

 障害者の職場適応を容易にするため、職場にジョブコーチを派遣し、 

 ・ 障害者に対する業務遂行力やコミュニケーション能力の向上支援 

 ・ 事業主や同僚などに対する職務や職場環境の改善の助言を実施 
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  障害者就業・生活支援センター 

業務の内容  就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とす
る障害のある方に対し、センター窓口での相談や職
場・家庭訪問等を実施します。 

＜就業面での支援＞ 

○ 就業に関する相談支援 

 ・ 就職に向けた準備支援（職業準備訓練、 

  職場実習のあっせん） 

 ・ 就職活動の支援 

 ・ 職場定着に向けた支援 

○ 障害のある方それぞれの障害特性を踏まえ   

 た雇用管理についての事業所に対する助言 

○ 関係機関との連絡調整 

＜生活面での支援＞ 

○ 日常生活・地域生活に関する助言 

 ・ 生活習慣の形成、健康管理、金銭管理 

  等の日常生活の自己管理に関する助言 

 ・ 住居、年金、余暇活動など地域生活、 

  生活設計に関する助言 

○ 関係機関との連絡調整 

雇用と福祉のネットワーク 

障害のある方 

相談 

地域障害者 

職業センター 

専門的支援 
の依頼 

生活支援 
（生活支援担当者1名） 

就業支援 
（就業支援担当者2～7名） 

ハローワーク 

事業主 

職場適応支援 

求職活動支援 

特別支援学校 
連携 

保健所 
保健サービスの 

利用調整 

福祉事務所 
福祉サービスの 

利用調整 

医療機関 

医療面の相談 

○ 関係機関と 

の連絡調整 

○ 日常生活・ 

地域生活に関 

する助言 

○ 就業に関す 

る相談支援 

○ 障害特性を踏 

まえた雇用管理 

に関する助言 

○ 関係機関と 

の連絡調整 

一 

体 

的 

な 

支 

援 

自立・安定した職業生活の実現 

技術的支援 

就労移行支援
事業者等 

 

基礎訓練の 

あっせん 

対象者の送り
出し 

 障害者の身近な地域においては、就業面と生活面の一体的な相談・支援を行う 

  「障害者就業・生活支援センター」の設置を拡充 

 21センター（14年5月事業開始時）→ 329センター（28年7月現在） 

  【27年度実績】  支援対象者数  153,522人  

             定着率 76.5％（１年）（身体76.9%、知的82.2%、精神69.0%）       

 担当者数 1,016人 

（３．１人／１センター） 
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障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

○ 障害者作業施設設置等助成金 ※ 

   障害者が作業を容易に行うことができるよう配慮された作業施設等の設置・整備・賃借を行う事
業主に支給（障害者1人につき上限450万円 （作業施設の設置）等） 
 
○ 障害者福祉施設設置等助成金  ※ 

   障害者である労働者の福祉の増進を図るため、障害者が利用できるよう配慮された保健施設、

給食施設等の福利厚生施設の整備を行う事業主に支給（障害者1人につき上限225万円） 

  障害者が作業を容易に行えるような施設の設置・整備を行った場合の助成措置  

  障害者を介助する者等を配置した場合の助成措置  

○ 障害者介助等助成金 
   適切な雇用管理のために必要な介助者等の配置・委嘱を行う事業主に支給（例：手話通訳担
当者を委嘱した場合には委嘱１回当たりの費用の３/４） 

  通勤の配慮を行った場合の助成措置 

○ 重度障害者等通勤対策助成金 ※ 

   障害者の通勤を容易にするための措置を行う事業主等に支給（駐車場の賃借１人につき月上
限５万円等） 

※ 企画競争方式で認められた場合に支給 

平成２７年度版 
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雇用関係助成金（障害者関係） 

障害者トライアル雇用奨励金 
・ ハローワーク等の紹介により障害者に対し、原則３か月の試行雇用を行う事業主に対し助成。障害者1

人につき、月4万円の奨励金を支給。（精神障害者を初めて雇用する事業主に対しては８万円。） 

障害者短時間トライアル雇用奨励金 

・ 精神障害者等について、雇入れ時の週の所定労働時間を１０時間以上２０時間未満とし、３か月以上１２か月以内

の一定の期間をかけながら常用雇用への移行を目指して試行雇用を行う事業主に対し助成。精神障害者等1人に

つき、月2万円の奨励金を支給。 

障害者初回雇用奨励金 

（ファースト・ステップ奨励金） 
・ 障害者雇用の経験がない中小企業で、初めての雇入れにより法定雇用障害者数以上の障害者を雇用

した場合、120万円を支給。 

発達障害者・難治性疾患患者 

雇用開発助成金 
・ 発達障害者又は難治性疾患患者をハローワーク等の紹介により雇い入れ、雇用管理に関する事項を

把握・報告する事業主に対して50万円（中小企業の場合は120万円）を支給。 

※ハローワークにおいて支給 

中小企業障害者多数雇用 

施設設置等助成金 

・ 障害者の雇入れに係る計画を作成し、当該計画に基づき障害者を１０名以上雇用するとともに、障害者の雇
入れに必要な事業所の施設・設備等の設置・整備をする中小企業である事業主に対し助成。雇入れ者数と
施設・設備等の設置・整備に要した費用に応じて支給額を決定（上限額3000万円）。 

障害者職場定着支援奨励金 
・ ハローワーク等の紹介により障害者を雇い入れ、業務の遂行に必要な援助や指導を行う職場支援員

を、雇用又は業務委託により配置する事業主に対して月額３万円（中小企業の場合は４万円）、委嘱によ
り配置する事業主に対して１回当たり１万円を支給。 

訪問型職場適応援助 

促進助成金 

・ 企業に雇用され、職場適応・定着に特に課題を抱える障害者について、支援計画に基づき訪問型職場
適応援助者による専門的な支援を提供する事業主に対して、支援実施１日当たり16,000円（４時間未満の
日8,000円）及び訪問型職場適応援助者養成研修受講料の１／２を支給。 

企業在籍型職場適応援助 

促進助成金 

・ 自社において雇用し、職場適応・定着に特に課題を抱える障害者について、企業在籍型職場適応援助
者を配置して支援計画に基づく専門的な支援を実施させる事業主に対して、月額６万円（中小企業の場合
は８万円）及び企業在籍型職場適応援助者養成研修受講料の１／２を支給。 

特定求職者雇用開発助成金 
・ ハローワーク等の紹介により障害者を雇用する事業主に、１人当たり50万円（中小企業の場合は120

万円）等を支給。 

障害者職場復帰支援助成金 
・ 雇用する労働者が事故や難病等の発症などによる中途障害等により長期の休職を余儀なくされ、か

つ、復帰にあたり雇用の継続のために職場適応の措置が必要な場合に、必要な措置を講じて雇用の継

続を図った事業主に対して50万円（中小企業の場合は70万円）を支給。 24 



労働政策審議会障害者雇用分科会での検討項目（案） 

 

 

 

 

○ 障害者雇用率制度について 

 

・精神障害者を算定基礎に加えた場合の障害者雇用率に 

ついて 

 

・精神障害者を設定基準に加えた場合の障害者雇用納付金、

障害者雇用調整金等について 

 

等 
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